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研究成果の概要（和文）：本研究は、福祉国家再編期の重要なキーワードとなった「ワークフェ

ア」をめぐる政治過程の分析を通じて、政権交代を契機とする制度改革のダイナミズムを明ら

かにすることを目的とした。研究の中心的な意義は、政権交代後に政党が改革能力を発揮する

ためには、制度がもたらす制約のなかで裁量の余地の最大化する条件が備わっていることが必

要であるとし、その条件として、院外組織との関係、党内支持基盤、首脳部の権力配置がきわ

めて重要であることを実証的に明らかにしたことにある。  

 

研究成果の概要（英文）：This study aims at delineating the impact of the alternation of 

government on the  institutional change, in particular, that of welfare state, by 

analyzing the policy making process of ‘workfare’ within the Labour Party, a key term 

of the reform of the welfare state.  Through examining the policy process of the Labour 

Party since 1994, it clarifies that the degree of the institutional change the party 

leaders intend to achieve depends largely on the structure of the party, namely, the power 

balance among sections of the party, support base of the leadership within the party, 

and the alignment of power within the parliamentary party.  
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１．研究開始当初の背景 

（１）1980 年代以降、先進各国は、経済のグ

ローバル化、労働市場の規制緩和、少子高齢

化といった、経済、社会の構造変動を共通し

て経験し、そのなかで、戦後福祉国家の抜本

的な見直しを迫られてきた。 

（２）こうした国内外の環境の変化をうけて、

ナショナルなレベルの政策形成は構造的に

規定される。 

と指摘され、国内政治、とりわけ政党が、制

度再編期において果たし得る役割を再検討

することは喫緊の課題であるとした。 

（３）イギリスは、1980 年代にサッチャー保

守党政権下でケインズ主義的マクロ経済運

営からの離脱という経済アイディアの転換

を経験した。他方において、健全財政の達成

を目的として、保守党政権は、市場原理の導

入によって戦後福祉国家を全般的に削減す

ることを試みたが、ポール・ピアソンが指摘

したように、年金、保健医療を中心とした戦

後福祉国家を支持する中間層の強い抵抗に

はばまれ、福祉削減策は必ずしも政権が意図

したようには進展しなかった。 

（４）1990 年代に入ると、各国の財政がひと

しく「永続的な緊縮」の圧力にさらされるな

か、財政出動を主体とした需要サイドへの介

入策に代わって、積極的労働市場政策に代表

される供給サイドへの介入という能動的福

祉国家が共通の改革モデルとして受容され

た。（５）ブレア労働党による福祉国家改革

の策定と実践は、この福祉国家再編の時期と

軌を一にしていた。そしてその新たな制度を

構想する過程で最も枢要な争点となったの

が、いわゆるワークフェアであった。 

（６）ワークフェアとはすなわち、失業手当

などの公的給付の受給要件を厳格化するこ

とで強制的に就労をもとめる政策をいい、普

遍主義的な福祉国家とは異なり自由主義的

であるとされる。 

（７）注目すべき点として、ブレア労働党に

対する評価は、この二つの政策軸の間で、政

権成立前も、政権成立後も揺れていたことで

ある。 

（８）こうしたイギリスの労働党の経験とそ

れに対する従来の評価から明らかになるの

は、一方における緊縮財政と規制緩和への圧

力、他方における国内の拡大する格差拡大の

問題に直面するなかで、政党は、国内の多様

な組織から提示された政策構想、他国の経験

の学習などを通じて、制度の再編期に複数の

政策オルタナティヴを抱えていたことであ

る。本研究では、環境要因と政策的選択肢の

なかで、いかなる要因が政党の政治選択を決

定づけるのか、そして政権交代が政策変化に

たいしてどのように作用するのかを解き明

かすことを目指す。 

 

２．研究の目的 

（１）福祉国家再編期のキーワードとなった

「ワークフェア」をめぐる制度設計とその実

践について、普遍主義的システムと市場主義

的システムの間で選択を迫られたイギリス

のブレア労働党の政策形成過程と政策実践

の分析を通じて、制度改編と政党の政治選択

の力学を解明することを、本研究の目的とし

た。 

（２）この研究は、また、政権交代による政

策システムの刷新性あるいは継続性が生じ

る要因を理論的、実証的に示そうとすること

を目指した。 

（３）具体的には、労働党政権下の政策が前

政権の自由市場の公共サービスへの拡大を

目指した政策との収斂が指摘されるなかで、

①政権獲得後の政策はむしろ市場主義とは



明らかに区別される社会福祉政策をシステ

マティックに実践していたこと、さらに、②

そうした政策は、従来の政治学の説明からは

逸脱する「業績」を「回避」する言説戦略が

採用されたことに着目した。 

（４）そのうえで、①政権成立前に準備され

た制度設計、②政権奪還のために採用された

選挙戦略と公約（マニフェスト）の策定、③

３期に及ぶ政権において遂行された社会福

祉政策群、という三つの段階を分析すること

で、制度転換期における「構造」と、政党と

いう「主体」のダイナミズムを改めて問い直

すことを目指した。 

 

３．研究の方法 

（１） 政権成立前のブレア労働党の政策形

成過程の体系的な分析には、資料上の制約が

しばしば指摘された。そのなかで本研究は、

①労働党および関連機関がこれまでに公開

した資料（これには、元党書記長ソーヤの私

文書が含まれる）、②関係者への聞き取り調

査、③研究対象期間の新聞の全日分の検索、

④ブレアをはじめとした政策決定のキーパ

ーソンの日記や伝記、スピーチ原稿といった

資料の収集と分析を通じて、新たな視角を提

示することを目指した。 

（２）報告者は、党関係者から提示された党

内文書や、労働党の元党首ニール・キノック

（党首在任：1983-1992 年）やブレア政権の

閣僚経験者をはじめとした関係者とのイン

タヴューを行い、ブレア労働党は、政権交代

を実現した総選挙の直前に、普遍主義を志向

した政策群を除外していたことが明らかに

なった。 

（３）（２）で明らかになった事実から、労

働党が複数の政策上の選択肢のなかから、保

守党との政策距離を縮小する選択を戦略的

に行い、それらの除外された政策は党首脳部

において政策遺産として新政権へと継承さ

れ、それが「業績」を「回避」する政治へと

発展したとする仮説を提示した。 

（４）本研究は、この仮説の妥当性を問うた

めに、上記（１）で示した資料の分析を行い、

政権交代前の政治選択の意味を探究した。 

 

４．研究成果 

（１）研究の対象は、改革能力の是非につい

て論争がなされてきたブレア党首時代

（1994-2007 年）のイギリスの労働党とし、

近年公開された同党の党内文書や関係者の

インタヴューを資料として用いた。 

（２）近年の研究では、1990 年代以降の先進

諸国の福祉国家改革には、能動的社会福祉政

策モデルという点においては共通するもの

の、その実践や国家の「能動性」の度合いに

関しては多様であることが示され、そうした

政策上の差異を生む主たる要因として、国内

の政治制度と福祉国家の経路依存性が指摘

されてきた。 

（３）しかし、そこではナショナルな構造が

もたらす分岐は説明され得るとしても、政党

という主体によってもたらされる改革のダ

イナミズムは必ずしも明らかにされてこな

かったといえよう。 

（４）本研究では、労働党政権下の福祉政策

は、アメリカ型のワークフェアに傾斜しつつ

も、それを補完するアクティヴェーション

（各種の公的支援によって労働市場に参入

するさいの機会の平等を目指す政策）を組み

込んでおり、それは既存の制度とは区別され

る改革であったことを確認した。 

（５）本研究の意義は、政権交代後に政党が

改革能力を発揮するためには、制度がもたら

す制約のなかで裁量の余地の最大化する条

件が備わっていることが必要であるとし、そ

の条件として、院外組織との関係、党内支持



基盤、首脳部の権力配置がきわめて重要であ

ることを実証的に明らかにしたことにある。 

（６）本研究の成果は、2009 年の歴史的な政

権交代後、政治的停滞が指摘されもする日本

において、福祉国家再編の政治を比較検討す

るうえで有益な材料を提供するものと考え

る。 
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